〈判旨〉

原判決取消し。原告の訴えを棄却する。
「表現の自由とプライバシー権等の侵害と調整においては、表現、行為が社会の正当な関心事であり、かつその表現内容は違法性を欠き、違法なプライバシー権等の侵害とはならないと解するのが相当である。」
また、少年法６１条は、公益目的や刑事政策的配慮に根拠を置く規定であるから「同条が少年時に罪を犯した少年に対し実名で報道されない権利を付与していると解することはできないし……少年法がその違反者に対して何らかの罰則も規定していないことにもかんがみると、表現の自由との関係において、同条が当然に優先するものと解することもできない。」
加えて、「社会一般の常識としては、右報道における被疑者等の特定は、犯罪ニュースの基本的要素であって犯罪事実と並んで重要な関心事であると解されるから、犯罪事実の態様、程度及び被疑者ないし被告人の地位、特質、あるいは被害者側の心情等からみて、実名報道が許容されることはあり」、本件における実名報道が直ちには権利侵害とはならない。
したがって原判決を取り消し、250万円の損害賠償を認めずこれを棄却する。
少年犯罪の実名報道は可か不可か（私見）
不可である。少年犯罪の実名報道は少年法61条の規定により禁止されている。この判決は少年法61条の規定を無視し、解釈を重視した判決であるため、正しいとは感じられない。ただし少年法61条は犯罪事実の態様、残虐性などを考慮すると改正の余地がある条文のように思われる。　　　　　　     　　　　　　　　　　　
